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大型車は車長や性能が乗用車と異なるため交通容量に影響をもたらす．このため，大型車の乗用車換

算係数（PCE）を用いて交通容量を補正している．信号交差点では，「道路の交通容量」に示されている

PCEを用いているが，近年は大型車の車両性能の向上などに伴い見直しが指摘されている．一方，わが

国の幹線道路ネットワークは概成しつつあるが，これにより道路の交通機能も分化され，トリップ特性

に応じた道路の使い分けがなされるのと同時に大型車の利用特性も変化することが予想される．これら

を踏まえ，本研究では，道路の機能階層の異なる複数の交差点において PCEの算出を行った．さらに，

これらを説明する大型車の交通特性との関係についても明らかにし PCEの定式化を行った． 

 

Keywords: 大型車の乗用車換算係数，道路の交通機能，セミトレーラ連結車，車尾時間，占有時間 

 

１．はじめに 

信号交差点の計画・設計において，大型車は車長や車

両性能が乗用車と異なることから交通容量に影響をもた

らす．そのため，交通容量の算出にあたっては，飽和交

通流率の基本値に対して大型車の乗用車換算係数（以下，

「PCE」という）による補正が行われている．わが国で

は，1984年に発行された「道路の交通容量 1)」に示され

ている 1.7 を用いているが，近年は大型車の車両性能の

向上や車両の大型化にともない PCE の見直しの必要性

が指摘されている． 

一方，わが国の幹線道路ネットワークは概成しつつあ

り，今後は道路の交通機能が分化され，トリップ特性に

応じた道路の使い分けがなされるものと期待される．こ

れは，道路の機能階層によって通行する大型車の交通量

や車両諸元も異なることを示唆している．また，PCEは

乗用車と大型車の車尾時間との相対関係によって決定さ

れる．車尾時間は車両の占有時間と車間時間で構成され

るため，車長の長いセミトレーラ連結車などが多く通行

するような機能階層の道路では，車両の占有時間が長く

なり車尾時間も増加することとなる．つまり，異なる道

路の機能階層をこれまでのような 1 つ PCE で表わそう

とした場合，交通容量にも差異が生じる可能性がある． 

そこで本研究は，道路の交通機能と走行する大型車の

諸元と交通特性に着目し，これらとPCEとの関係につい

て分析と定式化を試みる．さらに，PCEの違いが交通運

用に与える影響について考察を行うものである． 

 

２．既往研究のレビューと本研究の位置づけ 

 大型車は交通容量に影響をもたらす要因の 1つである．

わが国では平面交差点の直進車線におけるPCEを 1.7と

し，これを飽和交通流率の補正値として用いている．こ

の値は，1984年の「道路の交通容量 1)」に示され，規定

値として扱われているが，今日までその見直しは行われ

ていない．これに対して，米国では 2010年に発行された

「Highway Capacity Manual 20102)」において 2.0という値

が示されている．しかし，その後 2016 年に発行された

「Highway Capacity Manual 6th Edition3)」では，大型車混

入率別に PCEを表しており，大型車混入率が 5%の場合

は 1.8，30%の場合は 2.0（いずれも勾配は 0%）という値

が示されている．また，2015 年に発行されたドイツの

「Handbuch für die Bemessung von Straßenverkehrsanlagen4)」

(HBS)では，トラックとバスが 1.75，セミトレーラ連結車

が 2.5といったように車両諸元ごとにPCEの値が示され

ている．このように，諸外国ではPCEの値が逐次見直さ

れ，また車両諸元によって異なる値を用いるなど大型車

の車両や交通特性を考慮した値の設定が行われている． 

一方で，わが国においても，これまで実観測にもとづ

く研究が行われてきた．例えば，1970年の交通容量委員

会の研究 5)では，都内における直進車線および右左折専

用車線の観測データをもとにPCEを算出した．その結果，

直進車線は1.4～2.0程度の値が得られ，現在の規定値（1.7）

の根拠となっている．なお，右左折専用車線の PCE は，

1.1～2.6程度の値が得られたが，転向半径，車線数など道

路構造の影響が含まれており一律に扱うことはできない
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としている．その後，1991年に桑原ら 6)が，2000年に鹿

田ら 7)が，都内およびその近郊における観測結果から

PCEを算出している．これによれば，PCEは 1.4～1.6程

度と規定値を下回る値が示された．これに加えて，1995

年に池田ら 8)は臨海部道路において，PCE を大型車とセ

ミトレーラ連結車の別に観測している．その結果，PCE

は大型車のみで算出した場合 1.3～1.6 程度，セミトレー

ラ連結車のみで算出した場合 1.6～1.9 程度の値となった．

ただし，この研究では交差点一方向を 1つの値として示

しており，直進車線と右左折専用車線の違いが表現され

ていない． 

 桑原以降の近年におけるわが国の研究をみると，いず

れもPCEは 1.7を下回る値が観測されている．また，セ

ミトレーラ連結車など車長の違いによっても PCE の値

が異なることが示唆されている．しかし，最近において

PCEを観測した実証的研究はみられない．一方，わが国

では国際標準コンテナ車が積み替えなく通行できる，都

市・拠点間を連絡する物流の幹線道路として「国際物流

基幹ネットワーク 9)」が選定されている．これら道路で

は車長の長い大型車が多く含まれるため，PCEは相対的

に高くなるものと考えられる．これに対して，都市内の

幹線道路では大型車の車長は総じて短くPCEは低い．こ

のように，PCEに関する調査研究にあたっては，単に規

定値との比較評価にとどまらず，道路の交通機能の違い

にも着目する必要がある．そのため本研究では，これら

について考慮すべく，乗用車や大型車の車尾時間のみな

らず，車両の占有時間や車長を観測し，これらとPCEの

関係にも着眼した分析を行うものである． 

 

３．調査概要 

 

3.1 道路の交通機能と調査対象交差点 

 わが国では幹線道路ネットワークが概成しつつあり，

首都圏においても環状道路などの整備により交通の機能

分化がさらに進むものと期待される．特に，環状七号線

よりも内側の幹線道路は国際物流基幹ネットワークに選

定されておらず，環状七号線外側の幹線道路と比べて交

通特性は大きく異なるものと推察される．これらを踏ま

え，本研究では，道路の交通機能を環状七号線よりも内

側の多車線道路（都市内幹線道路）と環状七号線外側の

国際物流基幹ネットワークを構成する道路または大型車

混入率が高い多車線道路（都市間幹線道路）に分類し，

さらに都市間幹線道路は「内陸部」とセミトレーラ連結

車が多く通行する「臨海部」に細分した 3つの階層とし

比較評価を行う．そのため，これら各階層を代表する道

路と信号交差点を抽出するとともに，表１に示す合計 9

箇所を調査対象交差点として選定した．なお，これら交

差点は，特殊な幾何構造条件や発進流に影響を与えるよ

うな形状や縦断勾配は無いことを確認している． 

 

3.2 データの取得方法 

 PCEを算出するための発進流時の車尾時間等の観測を

行った．観測日時は，平成 29年 2月下旬から 12月上旬

の平日 9 時から 12 時までの 3 時間とし，交差点ごとに

一定のサンプル数が得られるまで複数日実施した．計測

方法は，「道路交通調査マニュアル検討資料 10)」にもとづ

くものとし，多車線道路の直進車線を対象に，停止線を

通過する各車両の通過時刻を記録し車尾時間，並びに車

間時間，占有時間を算出した．分析にあたっては，滞留

車両のうち発進遅れの影響がないと考えられる 4台目以

降の滞留車両を対象としている．しかし，実際には 4台

目以降の車両でも前車の発進に気づかないなどにより，

車間時間が冗長となるケースも多くみられた．これらを

サンプルから除くために，図１の全対象交差点における

車間時間の累加曲線図を作成し，屈曲点となる 3.0 秒を

超える車間時間が観測された車両以降のサンプルは全て

除外した．また，大型車の判定は車長にもとづくものと

し，「道路構造令の解説と運用 11)」に示されている小型自

動車等の車両諸元および首都高速道路株式会社の判定方

法を踏まえ，6m以上の車長を大型車と定義した．車長は

図２に示すように，停止線と下流 5m の 2 断面を通過す

る時間から速度を算出し，これに両断面を通過する車両

の平均時間を乗ずることで求めた． 

 

 

図１ 車間時間の累加曲線図 
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図２ 車尾時間の構成と車長の計測方法 

 

４．道路の交通機能と車両特性 

 

4.1 車種分類の定義の確認 

 PCEは大型車の車尾時間が乗用車のそれの何倍に相当

するかを示す指標であり，厳密には乗用車との相対関係

である．これに対し，既往研究では，乗用車に小型貨物

車を加えた小型車に置き換えてPCEを算出している．こ

れは車種を分割することにより PCE の算出が複雑にな

ることに加えて，乗用車と小型貨物車は乗用と貨物とい

う用途の違いであって，一般に小型車として扱われてい

ることによるものと考えられる．これは道路交通センサ

ス 12)でも同様であり，道路交通センサスによる車種分類

はナンバープレートを用い，乗用車は 3・5など，小型貨

物車は 4・6などとしており，これを合せて小型車と称し

ている．しかし，このことが乗用車と小型貨物車とを同

じとして扱ってよいかを説明したことにはならない．そ

こで，小型車のサンプルが比較的多い都市内幹線道路で

ある札の辻交差点において，車長 6m 未満の車両のうち

ナンバープレートの判別で 3・5ナンバーを乗用車，4・

6 ナンバーを小型貨物車として車尾時間の比較を行った． 

図３は，前後の車種が小型車同士の場合の乗用車と小

型貨物車の平均車尾時間等を比較したものである．乗用

車と小型貨物車の平均車尾時間および 15 パーセンタイ

ル値，85パーセンタイル値の差は 0.1秒にも満たず，母

平均の差の検定も有意水準 5%では有意な差とは判定さ

れなかった．このことから，乗用車と小型貨物車は一律

に小型車として扱うことに問題はないと判断され，本研

究でも車長 6m 未満を小型車とし，これを乗用車とみな

して分析を行うこととする． 

 

 
図３ 乗用車と小型貨物車の車尾時間 

 

4.2 大型車の車長構成 

 図４は，各交差点で観測された大型車の車長分布を示

している．都市内幹線道路では 6～9mが 7割以上と車長

が短い大型車の割合が高い．これに対し，都市間幹線道

路は，6～9mが 5割程度かそれを下回り，車長の長い大

型車の占める割合が高い．また，都市間幹線道路につい

て内陸部と臨海部で比較すると，12m以上の割合が内陸

部では 20%程度であるのに対し，臨海部では 30～50%程

度と大きな違いがあることがわかる． 

これを平均車長で比較すると，都市内幹線道路は 7～

8m，都市間幹線道路の内陸部では 9～10m，臨海部では

10mを超えている． 

以上のように，本研究で分類した道路の機能階層によ

って大型車の車長構成や平均車長が異なることが確認さ

れた． 

 

 
図４ 各交差点における大型車の車長分布 

 

4.3 車尾時間と占有時間，車間時間 

 図５は，車種別の車尾時間，車間時間，車両の占有時

間の平均値を前方車の車種別，道路の機能階層別に示し

ている．まず車間時間に着目すると，前方車の車種に関

わらず小型車よりも大型車の方が車間時間は長い．また

前方車が小型車に比べ大型車の方が車間時間は長い．さ

らに，同じ車種の組み合わせでも都市内幹線道路に比べ

て都市間幹線道路の方が車間時間は長く車間を開けて走

行している．次に，占有時間に着目すると，小型車は都

市内幹線道路と都市間幹線道路で同程度であり，道路の

機能階層による違いはみられない．これに対して，大型

車は道路の機能階層による明らかな違いがみられる．こ

れは大型車の車長の違いに他ならない．これらより，車

尾時間は前方車の車種に関わらず小型車よりも大型車の

方が長く，都市内幹線道路よりも都市間幹線道路の方が

長いことが確認された．なお，これは都市間幹線道路の

内陸部と臨海部においても同様であり，臨海部の方が長

い傾向にある． 

 図６は，上記を踏まえ，前方車が小型車の場合を例に，

大型車の車長を 12m 未満と 12m 以上で分類した車尾時
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間，車間時間，車両の占有時間の平均値を道路の機能階

層別に示している．このうち，車間時間は車長が 12m未

満よりも 12m以上の方が長いことがわかる．また，道路

の機能階層別には，車長が 12m以上では都市内幹線道路

のサンプルが少ないものの，サンプル数の多い車長が

12m未満では都市内幹線道路，都市間幹線道路ともに同

程度の値である．次に，占有時間をみると，都市内幹線

道路，都市間幹線道路のいずれにおいても，車長 12m以

上の占有時間が 12m 未満のそれを大きく上回っており，

占有時間の違いが車尾時間にも影響をもたらしている．

したがって，大型車の平均車尾時間は，とくにセミトレ

ーラ連結車に代表される12m以上のような車長の長い大

型車の存在に着眼する必要がある． 

 

 
図５ 車種別の車尾時間と車間時間，占有時間 

 

 

図６ 大型車の車尾時間と車間時間，占有時間 

（大型車 12m未満，12m以上） 

 

５．PCEの算出とモデル化 

 

5.1 PCEの算出 

 表２は，各交差点において得られた車種別の平均車尾

時間とこれを用いて算出した PCE の値を示している．

PCE の算出にあたっては鹿田ら 7)が提案した前方車との

車種別の組み合わせによる車尾時間と大型車混入率を考

慮した式(1)を用いた． 

𝑃𝐶𝐸 =
ℎ𝐶𝑇 + ℎ𝑇𝐶 − ℎ𝐶𝐶

ℎ𝐶𝐶
−
ℎ𝐶𝑇 + ℎ𝑇𝐶 − ℎ𝐶𝐶 − ℎ𝑇𝑇

ℎ𝐶𝐶
×

𝑃𝑡
100

 (1) 

 

ここで， 

PCE：大型車の乗用車換算係数 

hCC：小型-小型車尾時間，hCT：小型-大型車尾時間 

hTC：大型-小型車尾時間，hTT：大型-大型車尾時間 

Pt：大型車混入率（%） 

式(1)により算出された各交差点のPCEは，全調査地点

で 1.36～1.59 の範囲となっており，本研究においても既

往研究と同様に規定値の 1.7 を下回る結果となった．ま

た，総じて都市内幹線道路よりも都市間幹線道路の方が

PCEは高く，都市間幹線道路では内陸部よりも臨海部の

方がPCEは高いことがわかる． 

 

表２ 各交差点の平均車尾時間と PCE 

 

 

5.2 PCEと道路の交通機能 

図７～図９は，PCEの大きさに影響を及ぼすと考えら

れる大型車混入率，大型車の平均車長，特車割合を横軸

に取りPCEとの関係をそれぞれ示している．ここで，特

車割合とは普通自動車の設計車両の諸元である車長 12m

を考慮し，全大型車交通量に対する車長 12mを超える車

両の交通量の割合として定義したものである． 

まず，図７をみると，大型車混入率が高い交差点では

PCEが高い傾向にはあるが，例えば都市間幹線道路の中

でも内陸部の東名入口と臨海部の若葉では，大型車混入

率は 25%程度とほぼ同じであるものの，PCEは 0.2程度

の差があるなど，大型車混入率のみではPCEの違いをう

まく説明することはできない． 

これに対し，図８の大型車の平均車長との関係をみる

と，大型車混入率よりもPCEとの関係が明確になり，相

関係数が0.834であることから一定の関係性がみられる．

さらに，図９の特車割合との関係をみると，相関係数が

0.888 となり大型車の平均車長と同程度の強い相関性が

あることが確認された．これは，大型車の中でもとくに

セミトレーラ連結車など車長の長い車両の存在が PCE

に大きな影響を与えている．また，図８や図９でも明ら

かなように，道路の機能階層に応じて大型車の平均車長

や特車割合が異なることを踏まえると，道路の交通機能
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と PCE の関係は平均車長や特車割合の違いで説明でき

るものと考えられる． 

 

5.3 PCEのモデル化 

道路の交通機能の違いを考慮した PCE のモデル式を

検討する．モデル式の説明変数として道路の交通機能を

示すダミー変数（都市部ダミー，臨海部ダミー）を設定

し，さらに 5.2に示した大型車混入率，大型車の平均車

長，特車割合を説明変数とした重回帰分析を行った．表

３は，その結果を示している．これによれば，決定係数

は高い値を示しているものの，t値は符号が逆転していた

り，その値も良好ではない．これは，5.2をみても明らか

なように，VIF（分散拡大要因）を計算するまでもなく各

変数間で多重共線性を起こしているためと判断される． 

一方，5.2では，PCE は大型車の平均車長や特車割合

と高い相関性があり，これにより道路の交通機能も表現

できることを示していることから，PCEのモデル化にあ

たっては平均車長あるいは特車割合を説明変数とする単

回帰式で表現することが妥当であると考えられる．ここ

で，PCEの実務的な活用を考えた場合，セミトレーラ連

結車の交通量を観測することは可能であっても大型車の

車長を観測することは非現実的であると考えられる． 

以上のことから，PCEの推定モデル式としては，特車

割合を説明変数とした式(2)を用いるのが妥当であると

判断される． 

y = 4.60 × 10−3𝑥 + 1.33      (2) 

 ここで， y：PCE，x：特車割合（%） 

 

表３ PCEの重回帰分析の結果 

 

 

5.4 PCEが交通運用に与える影響 

 本研究で得られた，都市内幹線道路と都市間幹線道路

のPCE（それぞれ，1.4と 1.6とする）に対して規定値(1.7)

を用いて交差点設計を行った場合との交通運用上の違い

について確認する．ここでは，図 10に示すように仮想的

な交差点として，単純 4現示の右折車線付きの十字交差

点を想定し，各流入部の断面交通量は流入部A，Cは 800

台/時，流入部B，Dは 600台/時，大型車混入率，右左折

率はともに 20%と仮定する． 

 

 

図 10 交差点設計の前提条件 

 

PCEの値によって乗用車換算台数（PCU）が異なるた

め，交差点需要率は規定値の 1.7で計算した場合の 0.810

に対して，都市間幹線道路の1.6で計算した場合は0.800，

都市内幹線道路の 1.4で計算した場合は 0.767となる．そ

の結果，図 11のように，最適サイクル長はそれぞれ 121

秒，115 秒，99 秒となり，これまでよりも短いサイクル

長で処理できることになる．また，このサイクル長の違

説明変数 推定値 t値

大型車混入率（％） 1.94×10-3 0.739

大型車の車長(m) -1.82×10-2 -0.197

特車割合（％） 8.34×10-3 1.020

都市部ダミー 1.11×10-1 0.835

臨海部ダミー -3.30×10-2 -0.268

サンプル数

決定係数R2

※都市内ダミーは，都市間幹線道路を「0」，都市内幹線道路を「1」とした．

 　臨海部ダミーは，内陸部を「0」，臨海部を「1」とした．

9
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図７ 大型車混入率とPCEの関係 

 

図８ 大型車の平均車長とPCEの関係 

 

図９ 特車割合とPCEの関係 

 

 

第38回交通工学研究発表会論文集（研究論文）�
 （受理日：2018年5月7日）

- 659 -



いが利用者に与える影響を確認するため，式(3)のWebster

の遅れ時間の算出式を用いて，交差点全体の平均遅れ時

間を算出した． 

w =
(1 − 𝑔)2

2(1 − 𝜌)
𝐶 +

𝑥2

2𝑞(1 − 𝑥)
 (3) 

ここで， 

w：平均遅れ時間(秒)，𝑔：青時間比 

 𝜌：交差点流入部の需要率，𝐶：信号サイクル長(秒) 

 𝑞：流入交通量(台/時)，𝑥：𝜌/𝑔 

その結果，遅れ時間はPCEを 1.7で計算した場合 31.6

秒，都市間幹線道路の 1.6で計算した場合 29.2秒，都市

内幹線道路の 1.4で計算した場合 25.7秒と算出された．

つまり，規定値の 1.7 にもとづいてサイクル長を設定し

た場合，都市内幹線道路では約 6秒交差点の遅れ時間が

余分に生じることとなる．必要以上のサイクル長を設定

することは利用者に対するサービスを低下させるだけで

なく，無駄な右折滞留長を生み出すなど過大な設計にも

繋がる．PCEの値の精度を上げることは，需要特性に見

合った交差点計画や設計を行う上で非常に重要である． 

 

 

図 11 道路の交通機能別の PCEの比較 

 

６．まとめと今後の課題 

 本研究では，道路の交通機能に応じて大型車の諸元や

交通特性が異なることに着目し，交差点での発進流時の

車尾時間の関係を占有時間と車間時間別に比較するとと

もにPCEを算出した．その結果，以下の知見を得ること

ができた． 

①乗用車と小型貨物車の車長の母平均に有意な差はみ

られず，PCEの算出にあたりこれらを統合した小型

車を用いても支障がないことを確認した． 

②都市内幹線道路よりも都市間幹線道路の方が，また

内陸部よりも臨海部の方が車間時間は長く，大型車

の占有時間，車長も長い． 

③これらにともなう車尾時間の違いは，とりわけセミ

トレーラ連結車に代表される車長12m以上といった

車長の長い車両の存在が影響をもたらしている． 

④PCE は全ての調査地点で規定値の 1.7 を下回ってお

り，適切な値を用いることは交差点設計において極

めて重要であることを再確認した． 

⑤一方で，PCEは道路の機能階層や大型車の平均車長，

特車割合と一定の関係性が認められ，特に実務面を

考慮すると特車割合で PCE を説明することが合理

的であると判断される． 

一方で，PCEが減少している要因として，大型車の車

両性能の向上が考えられるが，PCEが乗用車と大型車の

車尾時間との相対関係にあることを考えれば，青山ら 13)

が指摘している近年の飽和交通流率の減少による可能性

も考えられる． 

 そのため，今後は対象交差点の追加による精度向上と

ともに，観測されたPCEが規定値を下回っている原因

についても分析を行っていきたい． 
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13) 青山恵里，下川澄雄，吉岡慶祐，森田綽之，中林悠：

信号交差点における飽和交通流率の基本値の経年変

化に関する研究，土木学会全国大会第73回年学術講演

会，2018.（投稿済み，未発表） 
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